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 下水道資産について,今後も持続可能性を担保するため,様々な取り組みが行われている.その一つとして,

スケールメリットを生かした効率的な管理を可能とする広域化・共同化があり,全国の都道府県で,平成34

年度までに「広域化・共同化計画」を策定することとされている.しかし,どの程度の広域化を目指すべき

か等は示されておらず,その定量的な分析は行われていない. 

 そこで本研究では,下水道事業の広域化を進めるにあたり,目指すべき最適な規模を推定する手法を構築

することを目的とした.具体的には,汚水が処理されることで得られる便益から下水道整備,維持管理にかか

る費用を差し引いた純便益が最大になる時を最適と定義し,処理規模を変数とする便益推定式,費用推計式

を作成,純便益が最大となる,最適処理規模を求める式を構築した. 
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1. 本研究の背景と目的 

 

下水道事業は,全国約1,500自治体で実施されており,全

国における下水道処理人口普及率は,平成29年度末時点

で78.8%1)となっている.その事業の経費は,使用料収入を

柱とする受益者負担で賄うのが原則であるが,規模の小

さい事業体では,使用料収入では汚水処理費を賄えきれ

ていないという現状がある.更に,約35年後には1億人を割

り込むという人口減少による使用料収入の減少と,既存

ストックの改築更新需要の急速な増加が見込まれており,

持続可能な下水道事業運営において,多くの自治体は不

安を抱えている. 

このような現状に対し,持続可能な事業運営に向けた

取組みとして,効率的な施設の点検・調査,計画的な修

繕・改築等を行うためのストックマネジメント計画の策

定,企業会計化,使用料の適正化,広域化,官民連携による

PPPの推進などが,国主導で進められつつある. 

これら取り組みの一つとして,スケールメリットを生

かした効率的な管理を可能とする広域化・共同化がある.

具体的には,「経済・財政再生計画改革工程表2017改定

版」2)（平成29年12月21日経済財政諮問会議決定）にお

いて,平成34年度までの広域化・共同化を推進するため

の目標として,以下の２つを設定することとし,全国の都

道府県に対して,平成34年度までに「広域化・共同化計

画」策定することを要請している. 

[1]全ての都道府県における広域化・共同化に関する計

画策定 

[2]汚水処理施設の統廃合に取り組む地区数 

 

 

図-1 広域化に係る様々な取り組み 

（国土交通省ホームページより抜粋） 

 

 

しかし,実際に規模としてどの程度の広域化を目指す

べきか等は示されておらず,その定量的な分析は行われ

ていない. 

そこで,本研究は経営改善に向けて,下水道事業の広域

化を進めるにあたり,目指すべき最適な規模を示すこと

を目的とする. 
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2. 既往研究等の整理と本研究の特色 

 

既往研究については,平松ら3)が 排水処理施設の整備

事業について,費用便益分析を行い,浄化槽や小規模下水

道と,大規模下水道の純便益の比較を行っている.この研

究では,未だ手法が確立されていなかった便益を的確に

計測することを目標とし,費用便益分析を行っているが,

事業規模についての記述はない.また,秋山ら4) は,ビッグ

データを用いて,流域下水道の処理区域内の将来人口推

移を集計することで，下水道事業の将来的な事業の達成

状況を分析.広域化による処理区域人口の拡大により, 

将来にわたる処理区域人口の維持が期待されることを

示している.この研究では,将来人口推計を踏まえた上で,

現時点の事業計画が将来的に達成できるのかを検討する

ことを目的とし,広域化の必要性について言及している

が,広域化に向けて具体的にどの程度の事業規模を目指

すべきであるかといった分析は行われていない. 

これらの論文のように費用便益分析により,整備地域,

手法の検討を行うものや,広域化の必要性を説く論文は

あったが,具体的に最適事業規模を推定するような研究

は見当たらなかった. 

以上を踏まえ,汚水が処理されることで得られる便益

から下水道整備,維持管理にかかる費用を差し引いた純

便益が最大になる時を最適と定義し,最適処理規模を求

め,今後の広域化に向けて目指すべき規模を示すことが

本研究の大きな特徴である. 

 

 

3. 最適処理規模の推定手法 

 

汚水が処理されることで得られる便益から下水道整備,

維持管理にかかる費用を差し引いた純便益が最大になる

時を最適と定義し,処理規模を変数とする便益推定式,費

用推計式を作成,純便益が最大となる,最適処理規模を推

定する手法を構築した.なお,今回の推定式は,１つの下水

処理場に対する拡がりの規模を求めることとし,対象は,

単独の公共下水道を有する自治体とする.また,1つの自治

体でも複数の下水処理場を持つ場合があるため,１つの

下水処理場を持つ下水処理区単位での最適規模を算出を

し,それらを合計することで,自治体ごとの最適下水処理

規模を示すこととする. 

本研究で提案する最適処理規模の推定手法のフローを

示す. 

i. 処理規模を変数とした,汚水が処理されることに

よる便益の推計式を作成する. 

ii. 処理規模を変数とした,下水道維持管理,整備コス

ト推計式を作成する 

iii. 便益から下水道維持管理,整備コスト推計式を差

し引いた純便益が最大となる時の処理人口を推

定する. 

 

(2) 便益推定式の作成について 

便益項目は,「下水道事業における費用効果分析マニ

ュアル(平成28年)」5)を参考に,「周辺環境の改善効果」,

「居住環境の改善効果」の二つを用いる.また,一般に下

水道は規模が大きくなると,固定費の割合が減るなどし

て,スケールメリットが働く.これを考慮するため「処理

人口の増加による一人当たりの負担軽減」を加えた大き

く三項目を便益の項目とする.前2項目については,費用効

果分析マニュアルを参考に代替費用法を用いて算出する.

また,本研究では同マニュアルにおいて示される算定手

法の内,年あたり費用による算出が可能な簡易比較法を

用いることとする.よって,年あたり費用ではない建設費

等には, 

( )  11/ −++=
n

iiij換算係数  

 i: 社会的割引率(0.04)     n: 耐用年数 

を乗じることで,年あたり費用に換算する. 

a)周辺環境改善効果 

下水道が実施されない場合,未整備区域では,周辺環境

保全のために代替事業として悪臭防止のための中小水路

の覆蓋及びヘドロ除去等のための水路の定期清掃が必要

であると考えられる.そのため,周辺環境改善効果として,

「中小水路の覆蓋費用」,「水路底部の清掃費用」の2項

目を考える. 

2項目の計算に用いる,「整備区内水路延長距離」につ

いては,「多賀城市流域関連公共下水道事業費用効果分

析説明書（汚水）（平成20年）」6)を参考に,汚水管渠延

長を2倍することで代用する.これにより,2項目を式化す

ると, 

( ) jxLeBs = 2 ・・・・・・・・・・・・・・(1) 

( )xLgBt 2= ・・・・・・・・・・・・・・・  (2) 

となる.Bsが水路覆蓋費用,Btが水路底部清掃費用jが換

算係数,l(x)がxまでの管渠延長を示している.eは覆蓋単価

55,000(円/m), gは清掃単価で1,764(円/m/年)である. 

この計算の際には,管渠延長l(x)を処理人口n(x)で回帰し,

処理人口を変数としている.これは次式の通りである. 

( ) ( ) ( )xqnxpnxL +=
2 ・・・・・・・・・・・・  (3) 

p, qは定数である.(p= -2.19E-7,  q=3.54,  R2  = 0.950) 

b)居住環境の改善効果 

居住環境の改善効果は,下水道事業が実施されない場

合代替手段である合併浄化槽を設置,維持管理するため

の費用及び,汚泥処理を処理するための費用を考えるこ
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ととする. 

( ) jxkhWc = ・・・・・・・・・・・・・・・  (4) 

( )xmHWs = ・・・・・・・・・・・・・・・・(5) 

( )xrHWo = ・・・・・・・・・・・・・・・・ (6) 

Wcは,合併浄化槽の建設費,Wsは合併浄化槽の維持管

理費,Woは合併浄化槽汚泥処理処分費である.H(x)はx地点

までの処理世帯数（合併浄化槽基数）を表し,h(x)は,x地

点での処理世帯数(合併浄化槽基数)を表している.本研究

においては,世帯数は処理人口を県全体平均の世帯人口

で除することによって求める.kは合併浄化槽設置単価

840.000(円/基),mは合併浄化槽維持管理単価65,000(円/基/

年)であり,rは,合併浄化槽汚泥処理処分単価20.000(円/基/

年)である. 

c)処理人口増加による一人当たりの負担軽減 

平成28年下水道統計を用い,処理人口一人当たりの汚

水処理費を処理人口で回帰すると,処理人口が増える程,

一人当たりの汚水処理費は安くなるという下の式が出て

くる. 

( )v
xunoC =' ・・・・・・・・・・・・・・・・(7) 

C’oは ,一人当たり汚水処理費 ,u, vは定数である

（u=131.9,      v=-0.249,    R2=0.463） 

a),b)で得た便益の合計から,(5)式に計算地点までの人口

を乗じたものを減ずることで,処理人口増加による一人

当たりの負担軽減を示す. 

 

(1)下水道維持管理,整備コストの算出 

下水道維持管理コストは,平成28年下水道統計に記載

された,単独の公共下水道を供用している665団体の維持

管理費（内汚水処理費）をもとに回帰分析により,処理

人口を変数として作成する. 

下水道維持管理コスト関数を式(1)に示す. 

( ) ( ) cxbnxanCo ++=
2 ・・・・・・・・・・・・(8) 

ここで,Coは下水道維持管理コスト,xは処理場からの距

離,n(x)は,x地点までの処理人口を表しており,a,b,cは,それ

ぞれ定数である.(a = 2.89E-7, b = 4.80,               c = 120,620,  R2  = 

0.994) 

下水道整備コストは,管渠建築費として「持続的な汚

水処理システム構築に向けた都道府県構想マニュアル」
7)に記載の,管渠建設にかかる原単位6.3万円/mを用いる.よ

って,下水道整備コストは, 

( ) jxdlCs = ・・・・・・・・・・・・・・・・(9) 

ここで,Csは下水道整備コスト,dは,管きょ建設原単位

63,000(円/m)であり,l(x)は,地点xにおける管渠延長である. 

 

(3) 純便益が最大となる時の処理人口の推定 

前節までで記した,便益推定式から,下水道維持管理,整

備コストを減じて得られる純便益を求め,右上図-1のよう

に最大となる時の処理人口が最適人口規模といえる. 

 

図-2 本研究における最適規模の推定イメージ 

 

 

 (4)下水処理場からの人口分布の把握 

純便益の計算に際して,下水処理区によって異なる人

口の分布の仕方を入力しなければならない. 

処理場へ向かう人口の分布の仕方については,既存研

究にも見当たらなかった.そこで今回は下図のように,GIS

を用いて下水処理場を中心に10km東西南北四方向の人

口分布を求めた. 

 

 

図-3 本研究の下水処理場からの人口分布把握手法例 

 

具体的には下水処理場のポイントデータから東西南北

四方向に一律に10kmの直線を伸ばし,500mメッシュ平成

27年国勢調査データと重ねることで,下水処理場から約

500mごとの人口分布を10km先まで求めることが出来た. 
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4. 最適処理規模の推定結果 

前節までで構築した下水道最適規模を求める式を適用

し,最適人口規模を求めた. 

今後研究を進める上では,日本全国の単独で公共下水

道を経営する665自治体全てについて分析を行うが,本論

文では先ず福岡県北九州市,糸島市の2都市について東西

南北四方向の最適人口規模を求めた.結果が表-1である. 

 

表-1 北九州市,糸島市における最適処理人口規模 

下水処理場 東方向(人) 西方向(人) 南方向(人) 北方向(人)

皇后崎浄化センター 22768 14121 26030 4366

新町浄化センター 7800 18884 5515 78

曽根浄化センター 2631 19417 6506 17243

日明浄化センター 3413 4387 31344 0

北湊浄化センター 46 524 13597 0

下水処理場 東方向(人) 西方向(人) 南方向(人) 北方向(人)

黒磯浄化センター 1581 437 675 39

前原下水管理センター 5834 795 1913 4659
糸島市

北九州市

 

 

人口100万人近い北九州市と人口10万人程度の糸島市

の比較にはなるが,規模の違いが大きく反映されている. 

実際の規模との比較も今後進めていきたい. 

 

5. 結論  

本論文では,事業継続していくことに大きな不安を抱

えている下水道事業について,今後進んでいくと思われ

る広域化を進めていく上で目指すべき規模を示すことを

目的とし,下水道事業による便益と費用から純便益を求

め,それが最大となる最適処理人口を求めることが出来

る式を構築した. 

今後は最適処理規模を各都市で計算を進め,どのよう

な規模（近接自治体同士や,大都市に付随することや,県

単位で運営するなど）で広域化を進めるべきか考察を深

めたい. 

また,最適規模推定式についてもより精緻なものとし

たい. 
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